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少数株主持分控除前利益（損失）

７７７

４４,１３３

８２１

２１１

営業利益

売上高

税引前当期純利益

当期純利益（損失） △１０９

１９８

４７,７０９

２５８

△３４７

△７８０

２６％

１０８％

３１％

ー

ー

単位：億円

１-１．業績概要

2005年9月中間期 2006年9月中間期 前年同期比
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2005年9月中間期 2006年9月中間期

１９８億円

７７７億円

原材料費高騰影響
△５８０億円

売上拡大による
操業度改善
＋７００億円

売価下落
△１,３００億円

原価低減他
＋１,３１１億円

原子力事故対策･
不採算案件
△７００億円

販売投資・
開発費増加
△１００億円

１-２．営業利益の主な増減要因（前年同期比）

営　業　利　益

為替影響
＋１８０億円

代行返上益減
△９０億円
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５９％

４１％

１９％

１１％

８％

構成比

３％

2005年9月中間期

国内売上高 ２７,４１２ ６２％

１６,７２０ ３８％

７,２６６ １７％

うち北米 ４,５５２ １０％

うち欧州 ３,４０１ ８％

構成比

海外売上高

うちアジア

うちその他の地域 １,４９９ ３％

海外売上高比率　 ４１％

１０３％

１１７％

１２３％

１１３％

１１２％

前年同期比

１１０％

１-３．国内･海外売上高

単位：億円

2006年9月中間期

２８,２０３

１９,５０６

８,９１２

５,１４２

３,８０３

１,６４７
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売上高

営業利益

税引前当期純利益

法人税等

少数株主持分控除前利益（損失）

少数株主持分

当期純利益（損失）

2005年9月中間期 2006年9月中間期

４４,１３３

７７７

８２１

６０９

２１１

３２１

△１０９

１０８％

２６％

３１％

９９％

ー

１３５％

ー

４７,７０９

１９８

２５８

６０５

△３４７

４３３

１-４．比較連結損益計算書

単位：億円

△７８０

前年同期比
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総資産 １００,２１１ １０２,７７４ ２,５６２

負債合計 ６４,７６６ ６８,１２０ ３,３５４

うち有利子負債 ２４,１９０ ２６,０３１ １,８４１

少数株主持分 １０,３６８ １０,６４４ ２７６

株主資本 ２５,０７７ ２４,００９ △１,０６７

株主資本比率 ２５.０％ ２３.４％ １.６ポイント悪化

Ｄ／Ｅレシオ
（少数株主持分含む）

０.６８倍 ０.７５倍 ０.０７ポイント悪化

2006年3月期末 2006年9月中間期末 比較増減

１-５．比較連結貸借対照表

単位：億円
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2005年9月中間期 2006年9月中間期

営業活動に関する
キャッシュ・フロー

２,２１１ △４３６

投資活動に関する
キャッシュ・フロー

△２,５５４

フリー・キャッシュ・フロー △３４３

財務活動に関する
キャッシュ・フロー

△３７７

単位：億円

１,７７５

△１,３０１

△３,０７６

１,２２０

１-６．比較連結キャッシュ・フロー

△５２１

△９５７

１,５９７

比較増減
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2005年9月中間期 2006年9月中間期

設備投資 ４,５９２ ５,０２７

うち一般用 １,７８７ ２,３８３

うち営業用 ２,８０４ ２,６４３

（１）設備投資

（２）研究開発費

2005年9月中間期 2006年9月中間期

研究開発費 １,９７９ ２,０１８

売上高比率 ４.５％ ４.２％

１０９％

１３３％

９４％

１０２％

単位：億円

単位：億円

ー

１-７．設備投資・研究開発費

前年同期比

前年同期比
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2005年9月中間期

情報通信システム

電子デバイス

電力･産業システム

デジタルメディア・民生機器

高機能材料

物流及びサービス他

金融サービス

消去又は全社

合 計

１０,５７１

５,８３１

１２,７８９

６,１１８

７,６０４

５,７０５

２,６０８

△７,０９６

４４,１３３

１０９％

１１１％

１００％

１２４％

１１４％

１０７％

１０１％

１０８％

単位：億円

2006年9月中間期

△８,０７３

４７,７０９

１１,４７８

６,４５９

１２,８０８

７,５８７

８,７０２

６,１０９

２,６３６

ー

１-８．セグメント別売上高

前年同期比
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６０％

２６１％

ー

１３３％

１１６％

９８％

２６％

情報通信システム

電子デバイス

電力･産業システム

デジタルメディア・民生機器

高機能材料

物流及びサービス他

金融サービス

消去又は全社

合 計

２３２

９２

２３２

△１６２

４８０

６８

１６０

△３２６

７７７

単位：億円

2005年9月中間期 2006年9月中間期

１３８

２４０

△４５３

△３４４

６３８

７９

１５７

△２５９

１９８

ー

１-９．セグメント別営業損益

前年同期比

ー
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２００６年３月期実績

売上高 ９４,６４８

営業利益 ２,５６０

税引前当期純利益 ２,７４８

少数株主持分控除前利益 １,２０５

当期純利益(損失） ３７３

単位：億円

２００７年３月期見通し

９７,４００

１,８００

１,６００

２５０

△５５０

１０３％

７０％

５８％

２１％

ー

２-１．２００７年３月期の見通し

前年比
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２００６年３月期実績

情報通信システム

電子デバイス

電力･産業システム

デジタルメディア・民生機器

高機能材料

物流及びサービス他

金融サービス

消去又は全社

合 計

２３,６０９

１２,０４４

２８,０５１

１３,０５６

１６,００２

１２,１４７

５,１７９

△１５,４４３

９４,６４８

１０３％

１０４％

９８％

１１６％

１０６％

９８％

９５％

１０３％

単位：億円

２４,４００

１２,５００

２７,６００

１５,２００

１７,０００

１１,９００

４,９００

△１６,１００

９７,４００

２００７年３月期見通し

ー

２-２．セグメント別売上高の見通し

前年比
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６８％

２２０％

３８％

ー

１０７％

９７％

８０％

７０％

情報通信システム

電子デバイス

電力･産業システム

デジタルメディア・民生機器

高機能材料

物流及びサービス他

金融サービス

消去又は全社

合 計

８４６

２０４

９２５

△３５７

１,１００

１９５

３５０

△７０４

２,５６０

単位：億円

２００６年３月期実績

１,１８０

１９０

△７８０

１,８００

２００７年３月期見通し

５８０

４５０

３５０

△４５０

２８０

ー

２-３．セグメント別営業損益の見通し

前年比
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単位：億円

２００５年９月中間期 ２００６年９月中間期 前年同期比

１０,５７１ １１,４７８ １０９％ １０３％

ソフト/サービス ４,７２９ ５,３６９ １１４％ １０２％

ハード ５,８４２ ６,１０９ １０５％ １０４％

２３２ １３８ ６０％ ６８％

ソフト/サービス ３７０ ２７８ ７５％ ９７％

ハード △１３８ △１４０ － －

売上高

営業損益

（１）事業概況

売上高

２００６年９月中間期の状況

営業利益
［前年同期比９％増］
　 ソフト/サービス増収
　　・ ソリューション、アウトソーシング事業堅調
　 ハードウェア増収
　　・ ディスクアレイサブシステム、ＨＤＤが伸長

［前年同期比４０％減］
　　ソフト/サービス減益
　　・ 前年同期に子会社の代行返上益計上のため
　　ハードウェア横ばい
　　・ 通信ネットワーク減益
　　・ ＨＤＤ赤字減少

２００７年３月期の見通し

前年度の代行返上益の影響を除けば、ソフト/サービス増益
大幅な価格下落によりＨＤＤ赤字増加

２００７年３月期(見通し)

１０,８００

１３,６００

２４,４００

５８０

８１０

△２３０

３-１．情報通信システム

前年比
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（２）重点施策と進捗状況

　体制強化によるコンサルティング事業の拡大
　 ・ 国内外のコンサルタントを２００５年度１,２００名から２００８年度３,０００名体制に
　 ・ 日立製作所のコンサルティング事業部門を日立コンサルティングに統合(２００６年１０月１日付)

　指静脈認証システム事業の拡大
　 ・ 日立の指静脈認証システムを搭載したＡＴＭが、国内２１金融機関で稼動中(２００６年１０月１０日時点）

⇒指静脈認証システムが、金融機関の本人認証におけるデファクトスタンダードに

　ＳＡＮ／ＮＡＳストレージソリューション事業の拡大
　・ 売上高 １,４２０億円(２００５年度中間期) ⇒ １,６２０億円(２００６年度中間期)　

　次世代ネットワーク（ＮＧＮ）事業強化に向けた体制構築
・ ＮＧＮ多様化に対応したエンジニアリング･ソリューションを提供(キャリアネットワーク事業、企業ネットワーク事業等）

３-１．情報通信システム

　ＲＦＩＤ・トレーサビリティソリューション事業の拡大
　・ １２５のソリューションメニューを提供(２００６年６月提供開始)

　内部統制ソリューション事業の展開
・ 内部統制再構築ソリューションの提供(売上目標：３年間で３００億円)(２００６年５月提供開始)

ＢｌａｄｅＳｙｍｐｈｏｎｙやルータの次世代製品開発投資

プラットフォーム製品事業の海外売上高拡大に向けた販売投資

１．提案力強化による受注の拡大

３．総合力を活かした新事業の立ち上げ

４．製品力強化のための開発投資･販売力強化のための投資

２．グローバル事業の拡大
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（注）ハードディスクドライブ事業は、１２月決算会社である日立グローバルストレージテクノロジーズ（日立ＧＳＴ）が行っており、
　　　３月決算会社である当社の２００６年９月中間期決算においては、日立ＧＳＴの２００６年１-６月の数値を計上しています。

単位：億円
（３）ハードディスクドライブ事業の重点施策と進捗状況

２００５年９月中間期 ２００６年９月中間期

（２００５年１月-６月） （２００６年１月-６月）
前年比

売上高 ２,２３２ ２,５２３ １１３％ １２０％

△２４４ △１８４ － －営業損失

目標：２００７年度黒字化

２００７年３月期(見通し)

（２００６年１月-１２月）

５,９５０

△４００

　・ トータルサプライチェーンマネジメントによる販売、生産効率の向上
　・ トータルクオリティコントロール活動による品質向上

２．生産能力増強・コスト削減

３．販売力強化

４．経営効率の向上

　・ 垂直磁気記録の２.５インチ製品を２００６年５月以降、累計１００万台出荷、２００６年末までに約４００万台を出荷予定
・ ３.５インチ製品についても新製品を出荷開始するなど、新開発製品への転換加速

　

　・ 生産能力の増強：中国ＨＤＤ組み立て新工場、中国メディア工場での生産拡大
　・ 新素材ヘッド採用拡大による歩留まり改善、スライダーの小型化による生産効率向上、スクラップコストの削減

　・ 有力顧客とのパートナーシップ強化による販売拡大（垂直磁気記録方式ＨＤＤの顧客認定は順調に進む）

１．新製品投入、新技術による競争力の強化

３-１．情報通信システム

前年
同期比
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単位：億円

売上高 ５,８３１ ６,４５９ １１１％ １０４％

営業利益 ９２ ２４０ ２６１％ ２２０％

（１）事業概況

２００５年９月中間期 ２００６年９月中間期 前年同期比 前年比

売上高

２００６年９月中間期の状況

営業利益

［前年同期比１１％増］
　　日立ハイテクノロジーズが好調に推移
　　中小型を中心に液晶事業が堅調に推移

［前年同期比１６１％増］
　　日立ハイテクノロジーズが大幅増益
　　液晶事業は赤字減少

２００７年３月期の見通し

１２,５００

４５０

２００７年３月期(見通し)

　液晶事業は２００６年度通期にて黒字化
　日立ハイテクノロジーズ増益

３-２．電子デバイス
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（２）液晶事業の重点施策と進捗状況 単位：億円

売上高 ９４２                    １,０１０       １０７％                                     １１０％

営業損益 △１２８ △４３ ー ー

前年比

目標：２００６年度黒字化

２,１００

２０

２００７年３月期(見通し)

　・ 材料費低減：目標　年間２０％低減（最適部材メーカー開拓、グループシナジー活用）
　・ モノづくり改革：多品種生産効率の向上（歩留まり・スループット改善、後工程中国生産拡大）
　・ 固定費削減の継続

１．中小型液晶への事業領域の絞り込み

　・ 携帯電話、デジタルカメラ、プリンタ、アミューズメント向けなど既存事業の拡大
　・ 車載向けへの新規参入
　・ 医療、産業用途の開拓を推進
　・ テレビ向けは、２００６年６月末にてＩＰＳアルファテクノロジ(*1)へ完全移管

２．販売力強化・主要顧客とのパートナーシップ強化

　・ 優位技術「ＩＰＳ(*2)」を生かした商品戦略、アプリケーションの拡大
　・ グローバルトップ企業への参入･シェア拡大

(*1)持分法適用関連会社　　(＊2)ＩＰＳ：Ｉｎ-Ｐｌａｎｅ-Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ

３．コスト競争力強化

２００５年９月中間期 ２００６年９月中間期

３-２．電子デバイス

前年同期比
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（１）事業概況
単位：億円

売上高 １２,７８９ １２,８０８ １００％ ９８％

営業損益 ２３２ △４５３ ー ３８％

前年比

２００６年９月中間期の状況

２００７年３月期の見通し

２７,６００

３５０

２００７年３月期(見通し)

売上高 営業損失
［前年同期並］
　　産業機械堅調に推移
　　昇降機と日立建機、海外向けを中心に伸長
　　自動車機器増収
　　日立空調システムと日立ホーム･アンド・ライフ・
　　ソリューションが合併し、日立アプライアンス
　　(デジタルメディア・民生機器部門）が発足した
　　ことによる売上減少
　

［４５３億円の損失］
　　原子力発電所のタービン損傷に関する対策費用を一括計上
　　海外の火力発電プラントの追加費用を一括計上
　　日立建機増益
　　昇降機、自動車機器等増益

　電力事業赤字増加（原子力発電所のタービン損傷に関する対策費用、海外火力発電プラントの追加費用を
　一括計上）
　日立建機、昇降機、産業機械増収増益
　日立空調システムと日立ホーム･アンド･ライフ･ソリューションが合併し、日立アプライアンス(デジタルメディア･
　民生機器部門)が発足したことによる売上減少

２００５年９月中間期 ２００６年９月中間期

３-３．電力･産業システム

前年同期比
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（２）原子力事業の重点施策と進捗状況

３-３．電力･産業システム

１．中部電力浜岡原子力発電所５号機、北陸電力志賀原子力発電所２号機タービン損傷対策

　　電力グループ・研究所の関連部署の一体運営による技術開発力強化
　　 ・ 研究設備拡充、エンジニアリングツールの開発、開発プロセス改革によるコスト削減

　　海外新規プラント受注に向けた強化
　　 ・ 電力事業強化本部内に「海外原子力プロジェクト」設置による体制強化
　　 ・ ＧＥ社との連携強化によるＡＢＷＲ(*1)の受注拡大、ＥＳＢＷＲ(*2)の立ち上げ

　　次世代原子力技術の開発
　　 ・ 電力事業強化本部内に「エネルギー開発プロジェクト」設置、ＥＳＢＷＲ開発推進中

(*1)：ＡＢＷＲ：Ａｄｖａｎｃｅｄ Ｂｏｉｌｉｎｇ Ｗａｔｅｒ Ｒｅａｃｔｏｒ
(*2)：ＥＳＢＷＲ：Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｓｉｍｐｌｉｆｉｅｄ Ｂｏｉｌｉｎｇ Ｗａｔｅｒ Ｒｅａｃｔｏｒ

２．日立の中核事業としての原子力事業の強化

　調査結果(原因推定)、設備面および設備管理面の対策公表（２００６年１０月２７日公表）

　日立グループ全社を挙げて、一刻も早く運転再開が行えるよう推進
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（３）海外火力発電事業の重点施策と進捗状況

３-３．電力･産業システム

１．海外火力発電プラントコスト上昇への対応

２．海外火力発電事業拡大に向けた強化策

　対策本部設置による体制強化
　 ・ 対策本部主導による工事進捗管理、工数精査体制、コスト動態管理等の体制を強化

　作業効率の改善
　・ 現地工事を日立からの直接発注に切り替え、作業効率を改善

　圧倒的に強い技術、製品に注力
　・ 石炭火力発電プラント(ボイラ、蒸気タービン、発電機、環境保全装置）に注力

　海外事業会社責任での各地域に根ざしたグローバル事業の展開、プロジェクト運営
　・ 北米：日立パワーシステムズアメリカ社とエンジニアリング会社との協調体制強化
　・ 欧州：日立パワーヨーロッパ社による、営業、調達、エンジニアリング、EPC(*)マネジメントの強化
　

　海外プロジェクト取り纏め力、リスク管理強化
　・ 見積・契約・エンジニアリング力強化策を推進中
　　 (法律関係のスタッフ増強、調達品の管理データベース構築等）

　　(*)ＥＰＣ：Engineering, Procurement and Construction 
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（４）そのほかの注力事業の重点施策と進捗状況

３-３．電力･産業システム

１．鉄道システム事業

２．都市開発システム事業

３．社会インフラ事業

４．オートモティブシステム事業

　英国向け車両、国内新型新幹線、アルミ車両の生産能力向上
　・ 笠戸事業所(山口県）の車両生産能力を現状の１.５倍に（約６０億円投資）　

　総合エネルギーサービス事業の体制強化
　・ 都市開発システムグループに集約（２００６年４月）

５．建設機械事業

　社会インフラ事業の強化を目的に体制強化
　・ 日立プラントテクノロジーを発足（２００６年４月）　

　次世代成長分野への強化
　・ 車載情報システム事業強化（クラリオンの株式の公開買付けを実施/２００６年１０月）
　・ 自動車機器の保守･アフターマーケット分野の強化(日立モバイル完全子会社化/２００６年４月）

　世界的な需要の伸びに対応した生産能力の向上
　・ 日立建機がひたちなか市に油圧ショベル、ホイールローダなどの部品工場を新設（２００６年９月発表）　
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（１）事業概況 単位：億円

売上高 ６,１１８ ７,５８７ １２４％ １１６％

営業損失 △１６２ △３４４ ー ー

前年比

２００６年９月中間期の状況

２００７年３月期の見通し

１５,２００

△４５０

２００７年３月期(見通し)

売上高 営業損失

［前年同期比２４％増］
　　薄型テレビ伸長
　　日立空調システム(電力･産業システム部門)と
　　日立ホーム・アンド･ライフ･ソリューションが合併し
　　日立アプライアンスが発足したことによる売上増加

［３４４億円の損失］
　　ＤＶＤレコーダー等の売上不振
　　家庭用エアコンの売上不振
　　薄型テレビ等の販売投資増加

　薄型テレビを中心としたデジタルメディア製品売上伸長
　薄型テレビ等の販売投資増加
　家庭用エアコン売上不振による赤字増加
　日立空調システム(電力･産業システム部門)と日立ホーム・アンド･ライフ･ソリューションが合併し
　日立アプライアンスが発足したことによる売上増加

２００５年９月中間期 ２００６年９月中間期

３-４．デジタルメディア･民生機器

前年同期比
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（２）薄型テレビ事業の重点施策と進捗状況

プラズマテレビ　出荷台数 １８万台 ３２万台 ８０万台

液晶テレビ　

２００５年９月中間期 ２００６年９月中間期 ２００７年３月期(見通し)

９万台 ２０万台 ５０万台

１．製品力・開発力強化

４．Ｗ/Ｗ販売力の強化

２．コスト競争力強化　

３．生産能力、事業インフラの強化

･ 市場特性に合わせたプラズマテレビのラインアップ拡充
　 （５０Ｖ型モデル、６０Ｖ型フルＨＤモデル、中国ＨＤ規格対応モデルの発売）　
・ 年２回の新製品投入（春、秋モデル）
・ 富士通日立プラズマディスプレイ（ＦＨＰ）の開発、設計、調達部門を日立に統合

　・ 地域別販売チャネル強化（欧米：大手量販店参入、中国：営業拠点拡大）
　・ ブランド力強化（販売投資拡大、Ｗ/Ｗブランドキャンペーン）

･ 富士通日立プラズマディスプレイ（ＦＨＰ）三番館稼動によるパネル生産コストの低減　

　・ プラズマパネルの生産能力増強：２００６年１０月 ２０万台/月、２００７年度２Ｑ ３０万台/月［三番館総投資額８５０億円］
　・ 薄型テレビ生産能力増強：２００７年　欧州自社工場完成（チェコ）、２００８年度　５４０万台/年
　・ Ｗ/Ｗトータルサプライチェーンマネジメントの構築

目標：２００７年度　黒字化

３-４．デジタルメディア･民生機器

出荷台数
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３-４．デジタルメディア･民生機器

１．ルームエアコン事業の強化策

マーケティング活動の強化
･ 製品計画の見直しによる、徹底した顧客視点に基づいた訴求力のある高付加価値製品の年末商戦への投入
・ 高級モデル比率拡大による売上･利益の拡大
・ ブランド力を活かした新たなＰＲ活動の展開

コスト競争力の強化
・ ＴＳＣＭ徹底によるロスコストの抜本的削減
・ シャーシの統合（業務用、家庭用空調製品）による金型投資削減等の原価低減

販売力の強化
・ 出資特約店の販売体制強化とチェーンストール(地域販売店)への専用モデル等の支援策実施

グローバル事業の拡大
・ 欧州、インド、ブラジル等における業務用、家庭用空調製品ラインアップの充実と販路拡大
・ 台湾地域でのトップポジションの維持とインバーター製品の展開
・ 富裕層をターゲットにしたインドでのルームエアコン事業の拡大

２．洗濯機・冷蔵庫・掃除機事業強化策

［洗濯機］ 開発力強化による新製品の投入
・ 年末商戦に向け、高付加価値商品を投入予定

［冷蔵庫］ ５００Ｌ以上クラスでのトップシェア維持
・ 幅６８５㎜サイズで、業界最大容量(５３５L)の新製品の発売（２００６年１０月、１１月）

［掃除機］ 高付加価値商品の投入によるシェア巻き返し
・ 世界で初めて捕じん率９９.９９９％を達成した排気のきれいな掃除機を発売（２００６年１１月）

（３）生活家電事業の重点施策
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事業概況
単位：億円

売上高 ７,６０４ ８,７０２ １１４％ １７,０００ １０６％

営業利益 ４８０ ６３８ １３３％ １,１８０ １０７％

２００７年３月期(見通し) 前年比

２００６年９月中間期の状況

２００７年３月期の見通し

売上高 営業利益

［前年同期比１４％増］
　　日立化成工業 エレクトロニクス関連分野を中心に増加
　　日立金属 自動車関連分野を中心に好調に推移
　　日立電線 電線･ケーブルを中心に伸長

［前年同期比３３％増］
　　売上高増とコスト削減効果により、
　　日立化成工業、日立金属、日立電線が増益

　日立化成工業、日立金属、日立電線 堅調

２００５年９月中間期 ２００６年９月中間期

３-５．高機能材料

前年同期比
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物流及びサービス他 単位：億円

売上高 ５,７０５ ６,１０９ １０７％ １１,９００ ９８％

営業利益 ６８ ７９ １１６％ １９０ ９７％

２００５年９月中間期 ２００６年９月中間期 ２００７年３月期(見通し) 前年比

金融サービス 単位：億円

売上高 ２,６０８ ２,６３６ １０１％ ４,９００ ９５％

営業利益 １６０ １５７ ９８％ ２８０ ８０％

２００５年９月中間期 ２００６年９月中間期 ２００７年３月期(見通し) 前年比

３-６．物流及びサービス他／金融サービス

前年同期比

前年同期比
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本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがありえます。

その要因のうち、主なものは以下の通りです。

●市場における製品需給の変動及び価格競争の激化
　 （特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメディア・民生機器部門）

●新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当会社及び子会社の能力

●急速な技術革新
（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメディア・民生機器部門）

●為替相場変動　（特に円／ドル相場）

●製品需給及び為替変動に対応する当会社及び子会社の能力

●主要市場（特に日本、米国及びアジア）における経済・社会状況及び貿易規制等各種規制

●自社特許の保護及び他社特許の利用の確保
（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメディア・民生機器部門）

●事業構造改善施策の実施

●製品開発等における他社との提携関係

●資金調達環境　（特に日本）

●日本の株式相場変動

将来予想に関する記述

●当会社、子会社又は持分法適用会社に対する訴訟その他の法的手続

●製品やサービスに関する欠陥・瑕疵等
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